
本
号
で
公
布
さ
れ
た
条
例
の
あ
ら
ま
し 

  
埼
玉
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
（
埼
玉
県
条
例
第
六
十
六
号
）
（
税
務
課
） 

一 

趣
旨 

 

地
方
税
法
等
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
徴
収
猶
予
及
び
換
価
の
猶
予
に
つ
い
て
申
請
手
続
等
を

定
め
る
等
を
行
う
。 

二 

内
容 

 

㈠ 

徴
収
猶
予
及
び
換
価
の
猶
予 

 
 

ア 

徴
収
猶
予 

 
 

 
 

徴
収
猶
予
の
申
請
を
行
う
際
の
申
請
書
の
記
載
事
項
、
添
付
書
類
、
訂
正
期
間
及
び
分

割
納
付
の
方
法
を
定
め
る
。 

 
 

イ 

職
権
に
よ
る
換
価
の
猶
予 

 
 

 
 

地
方
団
体
の
長
が
職
権
に
よ
る
換
価
の
猶
予
を
行
う
際
に
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き

る
書
類
及
び
分
割
納
付
の
方
法
を
定
め
る
。 

 
 

ウ 

申
請
に
よ
る
換
価
の
猶
予 

 
 

 
 

換
価
の
猶
予
の
申
請
を
行
う
際
の
申
請
期
間
、
申
請
書
の
記
載
事
項
、
添
付
書
類
、
訂

正
期
間
及
び
分
割
納
付
の
方
法
を
定
め
る
。 

 
 

エ 

担
保
の
提
供
が
不
要
な
場
合 

 
 

 
 

猶
予
金
額
が
百
万
円
以
下
又
は
猶
予
期
間
が
三
月
以
内
等
の
場
合
と
す
る
。 

 

㈡ 

法
人
事
業
税 

 
 

 

法
人
事
業
税
の
収
入
割
が
課
税
さ
れ
る
事
業
に
、
貿
易
保
険
業
を
加
え
る
。 

 

㈢ 

不
動
産
取
得
税 

 
 

 

都
市
再
生
特
別
措
置
法
に
規
定
す
る
認
定
事
業
者
が
、
認
定
計
画
に
基
づ
き
、
当
該
認
定

計
画
の
事
業
区
域
の
区
域
内
（
特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
を
除
く
。
）
に
お
い
て
、
平

成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
認
定
事
業
の
用
に

供
す
る
不
動
産
を
取
得
し
た
場
合
、
当
該
不
動
産
に
係
る
不
動
産
取
得
税
の
課
税
標
準
か
ら

控
除
す
る
額
を
、
当
該
不
動
産
の
価
格
の
五
分
の
一
に
相
当
す
る
額
と
す
る
。 

 

㈣ 

そ
の
他 

 
 

 

地
方
税
法
等
の
改
正
に
伴
う
規
定
の
整
備
を
行
う
。 

三 

施
行
期
日 

 
 

平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
。
た
だ
し
、
二
㈡
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
。
二

㈢
に
つ
い
て
は
、
公
布
の
日
。
二
㈣
の
う
ち
引
用
条
文
の
項
の
変
更
に
伴
う
規
定
の
整
備
に
つ

い
て
は
、
大
気
汚
染
防
止
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年
法
律
第
四
十
一
号
）

の
施
行
の
日
。 


